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卒業論文要約
アフリカにおける重債務問題
－ウガンダにおける PRSP アプローチの評価－
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　池添 さゆり
序 論
 
　MDGs の 成 果 と し て 世 界 的 に 貧 困 削 減 が 進 展 し た と い わ れ る 近 年、 未 だ ア フ リ
カ 諸 国 は 紛 争 や 重 債 務 に 苦 し ん で い る。 そ の 一 因 と し て、 過 去 の 西 欧 諸 国 に よ る
植 民 地 支 配 の 影 響 や 先 進 国 に よ る 不 当 な 貸 し 付 け が あ る。 そ こ で 本 論 文 で は、 ア
フ リ カ 諸 国 の 独 立 後 の 国 づ く り の 過 程 や 長 年 に 渡 る IMF や 世 界 銀 行 に よ る 構 造 調
整 政 策 の 施 行 を ふ ま え て、「貧 困 削 減 戦 略 文 書 (PRSP)」 に 基 づ く 債 務 救 済 策 に よ っ
て 人 々 の 生 活 が ど う 改 善 さ れ た の か、 そ の 成 果 と 課 題 を 見 て い く。 と く に、 ア フ
リ カ の 中 で も 「貧 困 削 減 戦 略 文 書」 を 世 界 で 初 め て 作 成 し、 債 務 救 済 政 策 の 優 等
生 と 呼 ば れ る 東 ア フ リ カ の ウ ガ ン ダ に 焦 点 を 当 て た。
第 １ 章 　 ウ ガ ン ダ に お け る 債 務 問 題
第 １ 節 　 ア フ リ カ の 植 民 地 と 貧 困
　 ア フ リ カ 諸 国 は 西 欧 諸 国 か ら の 資 源 と 奴 隷 と い う 商 品 の 収 奪 の 対 象 で あ っ た 奴
隷 貿 易 時 代 か ら、 植 民 地 時 代 を 通 じ て 西 欧 製 品 の 市 場 へ と 移 り 変 わ っ て い く。 そ
し て、 第 二 次 世 界 大 戦 後 は 西 欧 諸 国 の 支 配 の 衰 退 と 民 族 解 放 運 動 に よ り、1960
年 代、 次 々 と 独 立 を 遂 げ、1960 年 は 「ア フ リ カ の 年」 と 呼 ば れ る よ う に な っ た。
[ 内 田 し の ぶ , 2007： 30]
第 ２ 節 　 ウ ガ ン ダ の 独 立 と 政 権
表 1　 ウ ガ ン ダ の 基 本 情 報 　 　 　 　 　 　 　 　[ 出 所 デ ー タ ： 外 務 省 , 2015] よ り 筆 者 作 成
【正 式 名 称】 ウ ガ ン ダ 共 和 国
【面 積】　 　  24.1 万 平 方 キ ロ メ ー ト ル （ほ ぼ 日 本 の 本 州 大）
【人 口】　 　  3,758 万 人
【民 族】　 　  バ ガ ン ダ 族、 ラ ン ゴ 族、 ア チ ョ リ 族 他 全 56 族
【公 用 語】　  英 語
【言 語】　 　  ス ワ ヒ リ 語、 ル ガ ン ダ 語
【宗 教】　 　  キ リ ス ト 教 （6 割）、 伝 統 宗 教 （3 割）、 イ ス ラ ー ム 教 徒 （1 割）
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　1884 年、 後 に ウ ガ ン ダ と な る ブ ガ ン ダ 王 国、 ト ロ 王 国、 ア ン コ ー レ 王 国 を 英
国 が 植 民 地 化 し 綿 花 や コ ー ヒ ー 等 の 換 金 作 物 の 輸 出 国 と し て 経 済 を 振 興 し た。 南
部 に は 鉄 道 が 敷 か れ、 北 部 よ り も 南 部 の 経 済 開 発 が 進 ん だ。 こ の 南 北 の 経 済 格 差
が 独 立 後 の 紛 争 の 一 因 と な る。 英 国 に よ る 分 断 支 配 に よ っ て 植 民 地 時 代 末 期 の ウ
ガ ン ダ は 安 定 し、 紛 争 等 の 混 乱 の な い 社 会 で あ っ た。 そ の た め、 独 立 後 も 安 定 し
た 発 展 を 開 始 す る と 考 え る 者 も い た。[ 国 際 協 力 推 進 協 会 , 1994：4] 
　 し か し、 独 立 後 の 政 治 は 安 定 せ ず、 混 乱 が 続 く。 な ぜ な ら、 ウ ガ ン ダ と い う 国
は 宗 教 や 文 化 の 異 な る 多 数 の 民 族 が、 植 民 地 支 配 に よ っ て ま と め ら れ た 領 域 で あ
り、 そ れ ら の 民 族 は 独 立 の た め に 一 時 的 に は 団 結 し た が、 政 府 の 求 心 力 は 弱 か っ
た か ら で あ る。 独 立 後 の 30 年 間 に 政 変 は 7 回 あ り、 そ の う ち 4 回 は 武 力 に よ っ
て 行 わ れ た。ウ ガ ン ダ の 政 治 不 安 は 国 内 の 宗 教 と 民 族 の 対 立 に 起 因 し て い る。[ 国
際 協 力 推 進 協 会 , 1994：18] 
第 ３ 節 　 独 立 後 の 紛 争 と 経 済
① 第 一 次 オ ボ テ 政 権 （1962 年 10 月 － 1971 年 1 月）
　 当 初 は 比 較 的 順 調 で 着 実 な 経 済 成 長 を 示 し て お り、1965 年 か ら 1971 年 ま で
の 間 は 年 率 4% の 成 長 率 を 達 成。 し か し、1970 年 の 「ナ キ ブ ボ 宣 言」
1
に よ っ て 外
資 が 逃 避 し 財 政 を 圧 迫 し て い っ た。[ 吉 田 昌 夫 , 1978：241 ]
② ア ミ ン 政 権 （1971 年 1 月 － 1979 年 4 月）
　 経 済 に 最 も 打 撃 を 与 え た 政 策 が、 ウ ガ ン ダ 国 籍 を 持 た な い イ ン ド 系 商 人
2
の 追
放 で あ る。 卸 売 業 を 担 っ て い た 彼 ら が 消 え た 結 果、 商 業 を は じ め 物 流 が 麻 痺 し、
経 済 破 綻 に 繋 が っ た。 物 価 は 一 挙 に 30% ～ 50% 上 昇 し た。 ま た、 こ の 追 放 の 報
復 と し て 他 国 か ら コ ー ヒ ー 購 入 の ボ イ コ ッ ト を 受 け、 市 場 が 失 わ れ た。 外 貨 収 入
の 9 割 を 依 存 し て い た た め 財 政 は ま す ま す 悪 化 し た。 そ の 結 果、一 人 当 た り GDP
は 1971 年 の 約 105 米 ド ル か ら 1979 年 に は 約 72 米 ド ル ま で 落 ち 込 み、1980 年
の 工 場 稼 働 率 は 5% と な っ た。[ 吉 田 昌 夫 ・ 白 石 壮 一 郎 , 2012：74]
　 こ の よ う に 1970 年 代 の ウ ガ ン ダ 経 済 は 停 滞 し、 失 業 者 が 増 加、 イ ン フ レ は 高
騰 し、 商 品 は 極 端 に 不 足 し た。 そ の 結 果、 密 輸 や 闇 の 経 済 が 横 行 し、 政 府 財 政 は
赤 字 を 続 け て い た。
1　主要外国企業の株式の 60% を国有化とする政策
2　 国の経済、特に流通機構をインド人に完全に押さえられていたため、輸出が輸入の倍近くにの
ぼりながらも利益が国民に還元されず、利益を国外に持ち出していた。ウガンダの国籍を取
るよう再三警告したが、聞き入れなかったためにこの強硬手段を取った [ 久保田誠一 , 1977：
247] とアミン大統領は語っている。
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③ 第 二 次 オ ボ テ 政 権 （1980 年 12 月 － 1985 年 7 月）
　3000% と い う 世 界 一 の イ ン フ レ を 終 息 さ せ、 破 綻 し た 財 政 を 立 て 直 す こ と が 急
務 で あ っ た。 そ こ で IMF の 指 導 の 下、 変 動 相 場 制 の 採 用、 コ ー ヒ ー 等 の 農 産 物 価
格 統 制 の 撤 廃、 政 府 財 政 支 出 の 抑 制、 私 企 業 の 復 活 等 の 政 策 を 導 入 し た。 し か し
な が ら 期 待 に 反 し、 外 国 か ら の 投 資 や 援 助 は 拡 大 せ ず、 政 府 は 外 貨 不 足 に 悩 ま さ
れ 続 け た。 そ の 後 オ ケ ロ 政 権 の 登 場 と 内 戦 の 拡 大 で、 国 内 経 済 は 再 び 混 乱 し、 イ
ン フ レ は 昂 進 し た。 通 貨 価 値 は 低 下 し、 生 活 用 品 も 含 め、 商 品 は 闇 ル ー ト で 取 引
さ れ る よ う に な り、 経 済 は 混 乱 の 極 み に 陥 っ た。
④ ム セ ベ ニ 政 権 （1986 年 1 月 ～ 現 在）
　1962 年 の 独 立 直 後 は、 コ ー ヒ ー、 綿 花、 茶、 タ バ コ、 鮮 魚、 魚 加 工 品 等 輸 出
産 品 も 多 様 で あ っ た が、 内 戦 の 中 で 道 路 や 鉄 道 等 の イ ン フ ラ が 破 滅 的 状 態 に 陥
り、 セ ク タ ー を 問 わ ず 生 産 と 流 通 は 衰 退 し て い っ た。 結 果、 零 細 農 家 の 自 給 自 足
的 生 産 が 主 流 と な り、 茶 や 綿 等 の 輸 出 は 90％ の 減、 輸 出 品 は 収 穫 後 の 管 理 の 容
易 な コ ー ヒ ー に 特 化 さ れ、 モ ノ カ ル チ ャ ー 型 へ と 転 化 し た。 唯 一 の 輸 出 産 品 で あ
る コ ー ヒ ー も 70 年 か ら 86 年 の 間 に 30% の 輸 出 減、GDP は 1969 年 か ら 85 年 の
間 に 16％ 低 下、GNI は 50％ 低 下 し た。[ 高 橋 基 樹 , 1994：7]
　 政 権 発 足 の 年 に は、財 政 赤 字 は 国 家 予 算 の 95％ に ま で 拡 大 し て い た。そ の た め、
壊 滅 状 態 の イ ン フ ラ を 立 て 直 し、 生 産 活 動 を 軌 道 に の せ る こ と が 急 務 で あ っ た。
ム セ ベ ニ は、 こ の 事 態 に 対 応 す る た め、 資 金 融 資 の 条 件 と さ れ た 市 場 自 由 化 を 軸
と す る 構 造 調 整 政 策 を 受 け 入 れ 1987 年 に 開 始 し た の で あ る。 [ 国 際 協 力 推 進 協 会 , 
1994：61]　 　
　
　
第 ２ 章 　 ウ ガ ン ダ の 債 務 問 題 と 構 造 調 整 政 策
第 １ 節 　 ア フ リ カ 諸 国 全 体 に お け る 債 務 要 因
　 ア フ リ カ 諸 国 や 国 連 児 童 基 金 (UNICEF) 等 は 外 的 要 因 が 債 務 増 大 の 主 た る 要 因
で あ る と 主 張 し た。 外 的 要 因 と は、 石 油 価 格 高 騰 ・ 先 進 諸 国 の 不 況 に よ る 一 次 産
品 需 要 減、 一 次 産 品 市 場 の 低 迷・価 格 下 落、 輸 入 製 品 価 格 の 高 騰、 交 易 条 件 悪 化、
対 外 借 り 入 れ の 増 加、 海 外 金 利 の 上 昇 に よ る 累 積 債 務 の 増 加、 国 際 収 支 の 悪 化 ・
深 刻 化 等、 国 際 的 な 要 因 で あ る。
　 一 方、IMF や 世 界 銀 行、 そ し て 援 助 国 側 は 内 的 要 因 を 重 視 し、 債 務 累 積 を 主 に
政 権 に よ る 政 策 運 営 の 失 敗 の 結 果 と 見 た。 例 え ば、 経 済 活 動 へ の 政 府 の 過 度 の 介
入 ・ 国 営 化 企 業 ・ 民 間 企 業 育 成 不 足 ・ 為 替 相 場 の 過 大 評 価 な ど で あ る。
　 こ の よ う に ア フ リ カ の 債 務 危 機 を め ぐ る 見 解 は 異 な っ て い た が、 ア フ リ カ 諸 国
が 援 助 を 得 る た め に は IMF・ 世 界 銀 行 の 分 析 を 受 け 入 れ る 必 要 が あ り、 そ の 分 析
に 基 づ く 経 済 改 革 で あ る 「構 造 調 整 計 画」 に 沿 っ て 政 策 を 進 め 始 め た。 そ れ は、
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こ れ ま で の 政 府 主 導 型 政 策 か ら 市 場 経 済 政 策 へ の 転 換 を 意 味 す る も の で あ っ た。
[ 岩 城 剛 , 1998：247]　
第 ２ 節 　 ウ ガ ン ダ の 債 務 要 因
　 ウ ガ ン ダ の 債 務 累 積 に と っ て の 外 的 要 因 と 内 的 要 因 は 以 下 で あ る。
① 外 的 要 因
・1970 年 代 の オ イ ル シ ョ ッ ク に よ る 石 油 価 格 の 高 騰
3
・1985 年 ～ 1992 年 に お け る 1 次 産 品 の 取 引 価 格 の 下 落 に よ る 交 易 条 件 の 悪 化
・1985 年 ～ 1993 年 に お け る コ ー ヒ ー 輸 出 収 入 の 減 少 に 伴 う 外 貨 収 入 の 減 少
② 内 的 要 因
・ 無 意 味 な 公 共 事 業 に よ る 予 算 の 浪 費
・ 軍 事 予 算 の 拡 大
4
・ ア ジ ア 人 追 放 に よ る 生 産 力 と 物 流 の 低 下
　 結 果、 ウ ガ ン ダ の 債 務 総 額 は 1986 年 の 時 点 で 14 億 米 ド ル に も 及 ん だ。 こ れ
は 当 時 の GDP の 約 27%、 貿 易 輸 出 額 の 約 319% に あ た る
5
。
第 3 節 　 構 造 調 整 政 策 と は
　 構 造 調 整 政 策 と は、IMF と 世 界 銀 行 主 導 に よ り 1980 年 か ら 進 め ら れ た、 債 務
危 機 に 陥 っ た 発 展 途 上 国 に 外 貨 を 貸 与 す る こ と と 引 き 換 え に 要 求 し た 政 策 で あ
り、 マ ク ロ 経 済 の 安 定 化 と 国 際 収 支 の 均 衡 回 復 を 目 的 と し た も の で あ る。 構 造 調
整 政 策 を 受 け 入 れ た 発 展 途 上 国 に は、ま ず IMF か ら 救 済 融 資 が 提 供 さ れ る。 そ し
て そ の 信 用 供 与 を 基 盤 に 債 権 者 で あ る 先 進 国 民 間 銀 行 か ら、 債 務 繰 り 延 べ や 新 規
資 金 の 提 供 を 受 け る こ と と な る。[ 佐 藤 正 市 , 2001：19]
　 構 造 調 整 政 策 は マ ニ ュ ア ル 化 さ れ、 ど の 国 に も 共 通 し た 政 策 が 適 応 さ れ た。 主
た る 政 策 は、 経 済 活 動 に 対 す る 国 家 の 介 入 を 排 除 し、「価 格 の 歪 み」 を 是 正 す る
た め の 経 済 と 貿 易 の 自 由 化 政 策 で あ る。 結 果、 経 済 運 営 の 原 則 は 「小 さ い 政 府」
と 「市 場 経 済」 に 変 更 さ れ て い く こ と と な る。
　
第 ４ 節 　 ウ ガ ン ダ に お け る 構 造 調 整 政 策
　 ウ ガ ン ダ で は 1987 年 5 月 に 着 手 さ れ た。 対 外 不 均 等 の 是 正、 経 済 復 興 と 成 長
の 2 つ を 大 き な 目 標 と し て 掲 げ、 経 済 の 安 定 化 を 優 先 と し た。
　
3　ウガンダは石油をすべて輸入で賄っていた
4　軍の反乱を抑えるための賃金アップや内戦に備える軍備増強費
5　1986 年の名目 GDP は 52 億ドル、貿易輸出額は 4.4 億米ドルである [IMF-World Economic 
Outlook Databases]
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表 2　 構 造 調 整 政 策 の 主 な 政 策
１．市場の自由化 6
　　・農産品の生産者価格の自由化
　　・綿を除く輸出品の公社による独占の撤廃
２．国営企業の民営化
３． 政府機関の規模縮小と人員削減
４． 付加価値税（VAT）の導入
５． 関税の撤廃
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　       [ 出 典 ： 国 際 協 力 推 進 協 会 , 1999, p 24]
　 財 政 政 策 の 目 標 と し て は、 財 政 赤 字 を 対 GDP 比 4.5％、 計 画 期 間 中 の 経 済 成 長
の 平 均 伸 び 率 を 8％ 確 保 す る と し た。 赤 字 削 減 策 は 税 収 の 増 加 を 基 本 と し た。 次
に 金 融 政 策 の 目 標 は イ ン フ レ 率 を 1986/87 年 の 125％ を 1987/88 年 に は 90％、
1988/89 年 に 30％、最 終 的 に は 10％ と す る こ と と し た。[ 国 際 協 力 推 進 協 会 ,1999：
24] [ 日 本 貿 易 振 興 会 海 外 経 済 情 報 セ ン タ ー , 1988：40]
　
第 ５ 節 　 成 果 と 課 題
① 成 果
・ イ ン フ レ ー シ ョ ン の 終 息
　 ム セ ベ ニ 政 権 発 足 当 初 223％ に 達 し て い た が 1993 年 に は -1.3％ に ま で 下 落。
・GDP の 成 長
　1987~90 年 に 実 質 GDP は 年 平 均 6.7％ の 成 長 を 遂 げ た。 成 長 の 牽 引 力 と な っ た
の は 農 業、工 業、運 輸 部 門 で あ っ た。 農 業 の 成 長 要 因 は 治 安 の 安 定 や 生 産 者 に と っ
て の イ ン セ ン テ ィ ブ の 増 大、 具 体 的 に は コ ー ヒ ー を は じ め 換 金 作 物 の 統 制 が 解 除
さ れ 市 場 価 格 で 取 引 さ れ る よ う に な っ た こ と に よ る 農 民 の 収 入 の 増 加、 外 国 援 助
に よ る 各 種 農 業 プ ロ ジ ェ ク ト へ の 資 本 財 の 供 給、 そ し て、 道 路 等 の イ ン フ ラ 修 復
に よ る 交 通 網 の 改 善 で あ っ た。[ 大 林 稔 , 1999：11]
　 以 上 の よ う に マ ク ロ 指 標 で は 改 善 が 見 ら れ た。
② 課 題
　 一 方 で、 構 造 調 整 政 策 の 実 施 は 大 き な 課 題 と 矛 盾 を 抱 え て い る。
6　 ウ ガ ン ダ に 限 ら ず、 ア フ リ カ 諸 国 の 多 く で は、 重 要 な 輸 出 作 物 の 流 通 ・ 価 格 は 政
府 が 統 制 し、 国 際 市 場 価 格 よ り も は る か に 低 い 生 産 者 価 格 で 売 却 す る こ と を 義 務 付 け
て い た。 政 府 は 生 産 者 か ら 安 く 買 い 上 げ、 輸 出 で は 高 く 売 る こ と に よ っ て、 そ の 利 ざ
や を 国 の 財 源 に し て い た。
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・ 社 会 保 障 の 水 準 の 低 下
　 緊 縮 予 算 の 下 で、 教 育 ・ 保 険 等 の 社 会 部 門 が 資 金 不 足 と な り、 サ ー ビ ス が 最 低
水 準 と な っ た。 特 に 植 民 地 時 代 か ら 原 則 無 料 で あ っ た 公 的 保 健 セ ク タ ー に お い て
診 療 サ ー ビ ス は 有 料 化 し、 国 民 に と っ て 多 大 な 負 担 と な っ た。 特 に 貧 困 層 は 適 切
な 教 育 と 医 療 を 受 け る こ と が で き ず 格 差 が 広 が っ た。[ 大 林 稔 , 1999：11]
・ 軍 事 費 に よ る 財 政 圧 迫
　 財 政 緊 縮 で 社 会 部 門 へ の 予 算 が 削 減 さ れ て い る 一 方 で、 軍 事 費 の 割 合 が 非 常 に
高 い。1989/90 年 の 総 予 算 に 占 め る 軍 事 費 の 割 合 は 30％ に も の ぼ る。
・ コ ー ヒ ー 依 存 の 輸 出 構 造
　 コ ー ヒ ー の 輸 出 額 は 全 輸 出 額 の 95％ に も 上 り、 経 済 が 成 長 の 軌 道 に 乗 る た め
に は、 こ の 輸 出 構 造 を 変 え る 必 要 が あ っ た。
第 ３ 章 　 ウ ガ ン ダ の 貧 困 削 減 戦 略 ペ ー パ ー
第 １ 節 　 構 造 調 整 政 策 後 の 債 務
　 構 造 調 整 政 策 に よ る 新 た な 融 資 が 逆 に ウ ガ ン ダ の 債 務 を 圧 迫 し た。 中 で も 総 債
務 額 の 3 分 の 2 以 上 利 払 い 繰 り 延 べ で き ず、1995/96 年 に は、 国 家 予 算 の 20％
以 上 を 債 務 返 済 の た め に 支 払 わ な け れ ば な ら な か っ た。 こ れ は、 教 育 へ の 政 府 経
常 支 出 が 全 体 の 12％、 保 健 医 療 へ の 支 出 が 5％ で あ る の と 比 べ る と 大 変 な 額 で
あ っ た。 こ の よ う に 重 債 務 と 債 務 返 済 負 担 は 続 き、 国 民 生 活 を 圧 迫 し た。[ 吉 田
昌 夫 , 1997：9]
第 ２ 節 　 貧 困 削 減 戦 略 文 書 (PRSP) と は
　「貧 困 削 減 戦 略 ペ ー パ ー (PRSP)」 と は、 当 該 国 政 府 の オ ー ナ ー シ ッ プ の 下、 幅
広 い ス テ ー ク ホ ル ダ ー 7 が 参 画 し て 作 成 す る 政 策 文 書 で あ る。 そ の 内 容 は、 貧 困
削 減 に 焦 点 を 当 て、 そ の 国 の 重 点 開 発 課 題 と そ の 関 連 施 策 を 包 括 的 に 記 載 し た、
3 年 間 に わ た る 経 済・社 会 開 発 計 画 で あ る。 構 造 調 整 政 策 で は、 財 政 支 出 を 削 り、
そ の 分 を 債 務 返 済 に 回 す 手 法 を 取 っ た 結 果、 厳 し い 財 政 緊 縮 の も と で、 教 育、 保
健、 給 水 等 の 社 会 部 門 へ の 予 算 が 削 減 さ れ、 サ ー ビ ス が 最 低 水 準 と な り 国 民 生
活 に 打 撃 を 与 え た と い う 反 省 か ら、PRSP は 貧 困 削 減 に 焦 点 を 当 て た。[ 牧 野 耕 司 
足 立 佳 菜 子 松 本 歩 恵 , 2001：22]
　 こ の PRSP と 構 造 調 整 政 策 の 最 も 大 き な 違 い は、IMF や 世 界 銀 行 が 主 導 で 作 成
し た の で は な く、 参 加 型 貧 困 調 査 を 実 施 し、 市 民 社 会 や 民 間 企 業 な ど も そ の 作 成
に 関 わ っ た こ と で あ る。 そ の た め 画 一 的 で あ っ た 構 造 調 整 政 策 と は 違 い そ れ ぞ れ
7　 ド ナ ー （債 権 者 = 先 進 国 民 間 銀 行・IMF・世 界 銀 行 等）、 民 間 セ ク タ ー （民 間 企 業）、
専 門 家、NGO、 市 民 社 会 （国 民） 等
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の 国 で 政 策 内 容 が 異 な る の で あ る。
第 ３ 節 　 ウ ガ ン ダ に お け る 貧 困 削 減 戦 略 文 書
　 ウ ガ ン ダ 政 府 は 絶 対 的 貧 困 の 根 絶 を 目 指 し、2017 年 ま で に 貧 困 人 口 を 全 人 口
の 10％ 以 下 に 減 ら し、 経 済 成 長 に よ っ て 2020 年 に 一 人 当 た り GDP700 ド ル を 達
成 す る こ と を 最 終 目 標 と し た。[ 外 務 省 , 2010：33]　PRSP の 下 に セ ク タ ー ご と の
計 画 が あ る。 以 下、ウ ガ ン ダ の PRSP で 重 視 さ れ た「農 業 近 代 化」、「初 等 教 育」、「保
健 医 療」 の 3 分 野 に お け る 具 体 的 政 策 を 見 て い く。
① 農 業 近 代 化
　 農 業 は GDP の 約 40％、輸 出 の 約 8 割、雇 用 の 約 8 割 を 占 め る 基 幹 産 業 で あ る。
ま た、GDP 成 長 率 に 大 き な 影 響 を 及 ぼ す だ け で な く、 国 民 の 生 活 水 準 に 直 結 す る
産 業 で も あ る。 そ こ で、 未 だ 自 給 自 足 的 農 業 を 行 う 農 民 に 対 し て 所 得 獲 得 機 会 を
与 え る こ と に よ っ て 貧 困 削 減 を 実 現 し よ う と し た。[ 社 団 法 人 国 際 農 林 業 協 働 教
会 , 2010：13]
　2001 年 に 農 業 分 野 の 省 庁 横 断 的 な 国 家 政 策 と し て、2017 年 を 目 標 年 次 と す る
農 業 近 代 化 計 画 （Plan for Modernization of Agriculture：PMA） を 策 定 し た。 具 体 的
な 政 策 領 域 と し て は、 農 地 及 び 水 資 源 管 理、 市 場 ア ク セ ス 拡 大、 食 料 の 増 産 と 貧
困 削 減、 農 業 研 究 と 農 業 技 術 普 及、 農 業 指 導 サ ー ビ ス、 農 業 教 育、 イ ン フ ラ 整 備
等 と し、 自 給 自 足 的 農 業 か ら 商 業 的 農 業 へ と 転 換 を 図 っ た。[ 社 団 法 人 国 際 農 林
業 協 働 教 会 , 2010：14]
　 中 で も 「作 物 生 産 量 お よ び 生 産 性 の 向 上」 を 重 視 し、 貧 困 撲 滅 及 び 食 料 安 全 保
障 の 向 上 を 目 的 と し て、 ネ リ カ 米 栽 培 プ ロ ジ ェ ク ト 8 を 開 始 し た。
　
② 初 等 教 育
　 教 育 に 多 額 な 費 用 が か か る 場 合、 教 育 ロ ー ン な ど を 受 け ら れ な い と 貧 し い 家 計
の 子 供 が 教 育 を 受 け る 可 能 性 は 低 く 抑 え ら れ る。 ア フ リ カ な ど の 途 上 国 で は、 学
齢 期 の 子 供 の い る 家 計 の 多 く が 貧 し い た め に、 政 府 に よ る 支 援 な し で は、 所 得 格
差 が そ の ま ま 教 育 格 差 に 結 び つ く と 考 え ら れ て い る。 ウ ガ ン ダ の 場 合 も 例 外 で は
な か っ た。[ 大 塚 啓 二 郎 ・ 櫻 井 武 司 , 2007：239]　 
　 そ こ で、1997 年 か ら 初 等 教 育 政 策 （Universal Primary Education : UPE） を 開 始 し
た。UPE 政 策 で は 2003 年 ま で に 就 学 率 100％ 達 成 を 目 標 と し た。
8   ネ リ カ 米 は 他 の 陸 稲 よ り も 高 収 量 性 で あ り、 ま た、 灌 漑 設 備 や 肥 料 の 大 量 投 入 な く
し て 栽 培 で き る た め、 稲 作 生 産 量 と 農 家 所 得 の 増 加 し、 農 民 の 生 活 向 上 に 役 立 つ と
期 待 さ れ た。[ 木 島 陽 子 , 2006：22]
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表 3　UPE 政 策 の 具 体 的 内 容
１．授業料無料化
２．政府支給増
３．コスト削減
４．保護者負担
５．ＰＴＡ負担
一 家 族 ４ 人 ま で 授 業 料 免 除、 孤 児 は 18 歳 ま で 全 て 授 業 料 免 除
（2003 年 に は 全 て の 子 供 の 授 業 料 が 免 除）
教 員 給 与、 教 科 書 教 材 配 布 （3 人 に 1 冊 目 標）
1 ク ラ ス 55 人 （UPE 以 前 は 37 人）、1 ～ 2 学 年 に 2 部 制 導 入
給 食、 制 服 及 び 学 校 施 設 建 設 へ の 労 働 力
原 則 廃 止、 都 市 部 に お い て 一 部 承 認 （1 学 期 10,400 シ リ ン グ）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　[ 出 典 ： 西 村 幹 子 , 2006, p95]
③ 保 健 医 療
　 ウ ガ ン ダ の 保 健 指 標 は 低 位 に あ り、死 因 の 上 位 は 予 防・治 療 が 可 能 な 感 染 症（マ
ラ リ ア、 急 性 呼 吸 器 感 染 症、 エ イ ズ、 下 痢 症） や 周 産 期 ／ 妊 産 婦 の 合 併 症 が 占 め
て い る。 と り わ け、 人 口 の 9 割 が 居 住 す る 地 方 部 に は 適 正 な 保 健 医 療 サ ー ビ ス が
届 か な い 状 況 に あ っ た。 こ の こ と か ら、 全 国 民 の 健 康 改 善 を 実 現 す る に は、 地 方
部 で の 保 健 医 療 サ ー ビ ス の 改 善 と 強 化 が 不 可 欠 で あ っ た。
　2000 年 に 保 健 分 野 戦 略 計 画 (Health Sector Strategic Plan I 2000/01 － 2004/05：
HSSP I) が 策 定 さ れ、「国 民 の 疾 病 率 ・ 死 亡 率 の 低 減 と 地 方 格 差 の 是 正」 を 目 標 と
し て、保 健 医 療 サ ー ビ ス の 改 善 に 取 組 ん だ。 具 体 的 施 策 と し て、医 療 費 の 無 料 化、
地 方 の 医 療 施 設 の 増 設 に よ る ア ク セ ス 率 の 改 善、 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ レ ベ ル か ら 県 レ
ベ ル ま で を 対 象 と し た サ ー ビ ス ・ デ リ バ リ ー の 強 化 等 に 取 り 組 ん で き た。[ 笹 岡
雄 一 , 2012：149]
　 ま た、 ウ ガ ン ダ で は エ イ ズ 問 題 が 深 刻 で あ り、1986 年 に は 200 万 人 以 上 が 感
染 し た。 こ れ は 人 口 の 1 割 に 近 い 数 字 で あ る。 そ こ で、1997 年 に は 「HIV/AIDS
に 関 す る 国 家 戦 略 概 要 」（National Strategic Framework for HIV/AIDS） が 定 め ら れ、
匿 名 で の カ ウ ン セ リ ン グ の 導 入、コ ン ド ー ム の 配 布、無 料 の HIV 検 査 を 実 施 し た。
同 時 に 地 方 の 村 に 出 向 き HIV/AIDS に つ い て の 知 識 の 啓 蒙 活 動 を 行 っ た。[ 豊 田 直
巳 , 1992：35] [ 吉 田 栄 一 , 2005：43]
第 4 節 　 成 果 と 課 題
① 債 務 救 済
　PRSP を 行 っ た 結 果 ウ ガ ン ダ は 1998 年 4 月 に、 国 際 開 発 協 会 （IDA） へ の 債 務
の 3 億 4,700 万 米 ド ル、2002 年 5 月 に は、6 億 5,600 万 米 ド ル の 債 務 削 減 が 行 わ
れ た。 こ れ を 受 け て、 対 外 公 的 債 務 の 対 GDP 比 は 57％ (44 億 ド ル ) か ら 2 年 後
の 2007 年 に は 13％ (15 億 ド ル ) に ま で 減 少 し た。[ 外 務 省 , 2010：27]
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② 成 果
・GDP の 成 長
　GDP の 成 長 率 は 1999 年 以 降 6 年 連 続 で 拡 大 ま た は 安 定 し て お り、 比 較 的 安 定
し た 成 長 を 続 け て い る と 言 え る。 　 　 　 　
図 1　 ウ ガ ン ダ の GDP 成 長 率 の 推 移
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　[ 出 典 ： 外 務 省 , 2008, P.109]
・ 貧 困 人 口 の 減 少
　1992 年 に 人 口 の 56％ を 占 め て い た 貧 困 層 は、1997-98 年 に 44％、2000 年 に
34％ に 減 少 と、1992 年 か ら 2000 年 の 間 に か け て 順 調 に 減 少 し て い る。 貧 困 人
口 の 減 少 は、 主 に 農 業 政 策 に よ る 経 済 成 長 の 成 果 で あ る と 言 え る。 貧 困 層 の 大 多
数 は 農 村 住 民 で あ る が、 コ ー ヒ ー 市 場 の 自 由 化 や ネ リ カ 米 政 策 等 に よ り 正 当 な 報
酬 を 得 ら れ る よ う に な っ た こ と が 大 き く 寄 与 し た と 分 析 さ れ る。
　
・ 社 会 指 標 の 改 善
　UPE 政 策 等 に よ り、 社 会 指 標 は 相 当 改 善 し て い る。 特 に 5 歳 児 未 満 の 死 亡 率 が
順 調 に 改 善 傾 向 で あ る。
表 4　 ウ ガ ン ダ の 社 会 指 標 の 変 化         
1980 1990 1998 2006
人口（百万人） 12.8 17.8 21.0 27.4
5 歳未満死亡率 180 160 170 137
平均寿命 48 51 42 50.4
  [ 出 所 デ ー タ : 笹 岡 雄 一 , 2012, p150]
図６　ウガンダの GDP 成長率の推移（1999-2005 年）％
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 ・ 教 育 の 改 善
　 授 業 料 無 料 化 に よ り、 初 等 教 育 の 就 学 児 童 数 は 1996 年 の 340 万 人 か ら 99 年
の 690 万 人 へ と 倍 増、2004 年 に は 740 万 人 ま で 増 加 し た。 特 に 貧 困 層 の 女 子 の
改 善 が 著 し か っ た。 ま た、 成 人 識 字 率 が 1990 年 に は 56.1% で あ っ た が、2003 年
に は 68.9％ ま で 上 昇 し た。
③ 課 題
・ 格 差 問 題
　 北 部 で は 反 政 府 ゲ リ ラ の 活 動 が 終 息 し て い な い た め、 貧 困 削 減 か ら 取 り 残 さ
れ、 北 部 地 域 と そ の 他 地 域 と で は 格 差 が 広 が り つ つ あ る。 ま た、 農 村 部 と 都 市 部
で も、1992 年 時 点 で は 農 村 部 の 貧 困 の 割 合 は 都 市 部 の 2 倍 で あ っ た が、2000 年
代 初 め に は 4 倍 ま で に 格 差 が 広 が っ て い る。
・ 貧 困 人 口 減 少 の 停 滞
　1990 年 代 は 順 調 に 貧 困 人 口 が 減 少 し た が、2002-03 年 に は 貧 困 人 口 の 割 合 は
38％ に 増 加 し、2000 年 以 降 停 滞 し、 現 政 策 の み で の 限 界 に 直 面 し て い る。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
表 5　 貧 困 人 口 （貧 困 線 以 下 の 人 口） の 割 合
1992 年 1997-98 年 1999-2000 年 2002-2003 年
貧困人口 56% 44% 34% 38%
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　[ 出 所 デ ー タ ： 児 玉 谷 史 郎 , 2006, p17 よ り 筆 者 作 成 ]
・ 公 務 員 の 汚 職 ・ 不 正
　 国 民 の 3 分 の 2 が 司 法、 土 地 登 記、 会 社 登 記 に お い て 汚 職 ・ 不 正 が あ る と み
て い る。 ま た、Transparency International に よ る 汚 職 評 価 ラ ン キ ン グ で は 2001 年
に 91 か 国 中 の 88 位 と い う 不 名 誉 な 位 置 に い る。 不 正 の 是 正 な し で は 本 当 に 全
て の 指 標 が 改 善 さ れ る と は 考 え に く い だ ろ う。[ 児 玉 谷 史 郎 , 2006：19]
結 論
　
　 ウ ガ ン ダ は 構 造 調 整 政 策、 貧 困 削 減 戦 略 と も に IMF・ 世 界 銀 行 か ら 「ア フ リ カ
の 優 等 生」 と い わ れ て い る。IMF・ 世 界 銀 行 の 目 的 は 累 積 債 務 の 減 少、 マ ク ロ 経
済 指 標 の 改 善 で あ り、 確 か に そ れ は 成 功 し た。 し か し な が ら、 構 造 調 整 政 策 で は
持 続 的 な 成 長 に つ な が ら ず、 長 期 的 に 見 れ ば、 農 業、 教 育、 保 健 ・ 医 療 へ の 影 響
等、 マ イ ナ ス 面 が 大 き か っ た。 そ の 点、 構 造 調 整 政 策 を 踏 ま え、 国 民 の 生 活 に 直
接 関 わ る 分 野 を 重 点 分 野 と し、政 策 を 施 行 し た PRSP ス キ ー ム（債 務 と 貧 困 の 削 減）
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は 国 民 生 活 に 寄 り 添 っ た も の と な り、 様 々 な 指 標 の 改 善 に つ な が っ た。 こ れ ら の
結 果 よ り 国 民 生 活 の 改 善 ・ 向 上 が み ら れ る た め、 私 は 債 務 と 貧 困 の 削 減 を 同 時 に
推 進 し た PRSP の ス キ ー ム は 成 果 が あ っ た と 結 論 付 け る。
　 し か し ウ ガ ン ダ に は 多 く の 課 題 が 残 さ れ て い る。 私 は ウ ガ ン ダ お よ び ア フ リ カ
諸 国 の 貧 困 削 減 で 最 も 重 要 な の は、 広 い 意 味 で の 教 育 で は な い か と 考 え る。 農 業
セ ク タ ー、 保 健 セ ク タ ー と も に 共 通 す る 問 題 点 は 貧 困 層 に 知 識、 情 報、 ス キ ル が
不 足 し て い る こ と で あ る。 そ の た め に 貧 困 層 は 不 利 益 を 被 っ て き た。 教 育 と 訓 練
の 普 及 に よ る 全 国 民 の 知 識、 情 報、 ス キ ル の 増 強、 そ し て 政 策 へ の 参 画 が ウ ガ ン
ダ の み な ら ず ア フ リ カ 諸 国 の 国 家 の 発 展 に は 不 可 欠 で あ る。
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